


















































1995 年の阪神・淡路大震災による広域避難者は正確には把握されていない。兵庫県は過去 5 年間の
平均転出者数と 1995 年の転出者数の差である 54700 人と推計している（漂流被災者山中茂樹 2011）。
仮設住宅時から復興公営住宅に移行後も孤独死は 2009 年までの 15 年間で 866 名に上る（大震災 15 年
度復興の備え。2010）。広域避難者の実態が認知されたのは 1996 年末に災害復興住宅への入居開始され
た時期である。
震災後 15 年となる 2009 年に田並によって県外被災者調査が行われ（調査協力に同意した 345 世帯中
283 世帯から回答）県外被災者支援策として 6 項目への評価が紹介されている。
評価する 評価しない わからない
1）家賃を軽減する支援 32.9％ 27.3％ 24.1％
2）生活再建のための貸付制度 20.8％ 29.7％ 31.2％
3）ひょうご便りなどの情報提供 59.5％ 13.8％ 11.2％
4）電話訪問などの相談支援 25.5％ 22.6％ 30.3％
5）被災離職者の雇用促進 11.8％ 25.1％ 40.4％













原子力災害では、1999 年におきた JCO 臨界事故の経験がある。「臨界状態を収束させるための作業
を行った関係者 7 人が年間許容線量を越える被ばくをし、事故の内容を十分知らされずに、被ばくした
作業員を搬送すべく駆け付けた救急隊員 3 人が 2 次被ばくを受けた。被ばく被害者の受けた最高被ばく
線量は最大 120mSv、50mSv を超えたものは 6 名だった。さらに周辺住民 207 名への中性子線等の被ば







1　直後～ 2 年 不安が高いケース
2　直後～ 2 年 住民集会の罵声による衝撃




























2014 年 2 月 26 日現在で、避難者数は 25 万 2764 人の内、自県外に避難等している数は、福島県から 












































































2 ─ 4　 子ども被災者支援法の基本方針へのパブリックコメントで出された避難者の声
2 ─ 5　閣議決定された、基本方針と関連施策の実際
上記の五つの角度から、
2 ─ 1 および 2 ─ 2 で、災害救助法に沿って実施されている支援の概様をみておく。
2 ─ 3 および 2 ─ 4 で、原発事故による避難が必要としている課題への支援の現状を評価する。
2 ─ 5 で、必要とされる課題と子ども被災者支援法で具体化している施策を対照する。






避難前の住所（2013 年 9 月アンケート有効回答者）



















前住地を離れた理由（2012 年 5 月）（複数回答）
岩手 宮城 福島 他（関東） 合計
住宅に被害をうけた 10 17 19  5  51 （33％）
家族・親族を失った  3  0  1  0   4 （3％）
仕事を失った  3 15 13  1  32 （21％）
原発事故による放射能被害を防ぐ  0  8 87 10 106 （68％）









































その後、復興庁は 2013 年 3 月 15 日に「原子力災害による被災者支援施策パッケージ」を発表した。
2─3─2　避難生活の実際の把握──「子ども被災者支援法アンケート（2013年 5月）」
2013 年度に入ってパーソナルサポート支援チーム会議では、子ども被災者支援法で「被災者の意見










・ 実施時期 ：2013 年 5 － 6 月上旬
・ 対　　象 ：愛知県の受入被災者登録（540 世帯）の 88 世帯より回答。
　　　　回答世帯数は原発事故による避難者（福島県、関東等）の約 2 割に相当する。



















　　そう思う＋ややそう思う （82％）　　　あまりそう思わない＋思わない （ 2％）
　「1msv 未満でも避難の実態に応じて支援対象に含める」













　　十分＋やや十分 （ 6％）　　　やや不十分＋不十分 （69％）
　「家族とはなれて暮らす子どもへの支援」

























　　十分＋やや十分 （ 2％）　　　やや不十分＋不十分 （79％）
　「定期的な健康診断、健康への影響に関する調査」
　　十分＋やや十分 （ 6％）　　　やや不十分＋不十分 （77％）
　「被ばく放射線量の推計」
　　十分＋やや十分 （ 4％）　　　やや不十分＋不十分 （76％）
　「検査等による被ばく放射線量の評価」
　　十分＋やや十分 （ 4％）　　　やや不十分＋不十分 （76％）
　「その他被災者への医療の提供」








　　十分＋やや十分 （ 7％）　　　やや不十分＋不十分 （72％）
　「現在までに具体的に意見を反映できる機会 」









































8 月末に復興庁より子ども被災者支援法の基本方針案が発表され、そのパブリックコメントが 8 月 30
日から 9 月 23 日まで募集された。
原子力事故で避難を余儀なくされたにもかかわらず、当事者が意見を出す機会が保障されないもと
で、パブリックコメントとして意見を出すことは最低限の権利行使である。






　Ⅰ　被災者生活支援等施策の推進に関する基本的方向 （全国  405） （愛知個人  8）
・避難・移住の権利を認めること、放射線の健康への影響が 
十分に解明されていないことを基本的方向性に明示するべき。 8
　Ⅱ　支援対象地域に関する事項 （全国 2707） （愛知個人16）
・ 支援対象地域は追加放射線量年間 1mSv 以上の地域にするなど、
　広く設定するべき。 16

















































　Ⅲ─ 3 ─④　線量低減・生活負担軽減に向けた地域の取組への支援 （全国 77） （愛知個人 0）
・ 専門家以外の人が除染するのは問題ないのか。 0
　Ⅲ─ 3 ─⑤　自然体験活動等を通じた心身の健康保持 （全国 389） （愛知個人12）
・ 福島県等の子どもたちの保養（自然体験活動）に対する支援を充実すべき。 12
・ 子ども元気復活交付金について 0
　Ⅲ─ 3 ─⑥　家族と離れて暮らすこととなった子どもに対する支援 （全国 27） （愛知個人 2）
・ 家族と離れて暮らす子どもへの支援拡充 2
　Ⅲ─ 3 ─⑦　移動の支援 （全国 525） （愛知個人19）
・ 母子避難者等に対する高速道路の無料措置 9
・ 移動手段の支援 10
　Ⅲ─ 3 ─⑧　住宅の確保 （全国 765） （愛知個人20）
・ 応急仮設住宅について、新規受付再開や柔軟化、期限の延長をすべき 9
・ 住宅の確保について 11
　Ⅲ─ 3 ─⑨　就業の支援 （全国 424） （愛知個人 7）
・ 避難者への就労支援 7
・ 震災等緊急雇用対応事業の拡充 0




　Ⅲ─ 3 ─⑪　避難元自治体との関係維持 （全国 4） （愛知個人 1）
・ 避難元自治体等による情報提供について 1
　Ⅲ─ 3 ─⑫　避難指示区域からの避難者に対する支援 （全国 13） （愛知個人 1）
・ 避難指示の基準が追加放射線量年間 20mSv であるのは高すぎ、 
また、避難指示区域への帰還にこだわるべきではない。 1









　Ⅲ─ 3 ─⑭　その他の施策 （全国 924） （愛知個人18）
・ 避難した人たちや新たに避難する人たちへの支援が含まれていないなど、 
施策が不十分である。 18
　Ⅲ─ 4 ─①　低線量放射線による健康影響等の調査研究・成果普及 （全国 13） （愛知個人 0）
・ 低線量被ばくの危険性が十分に分かっていないことをきちんと伝えるなど、 
被ばくした人の立場に立った調査研究が必要。 0
　Ⅲ─ 4 ─②　放射線に関する医療・調査研究人材の養成 （全国 5） （愛知個人 0）
122 研究紀要『災害復興研究』第 6号
・ 低線量被ばくのリスクについてリスクコミュニケーションと人材育成を徹底すべき。 0
　Ⅲ─ 4 ─③　国際的な連携協力 （全国 13） （愛知個人 0）
・ IAEA との国際協力について 0
・ その他の国際機関との国際協力について 0
　Ⅲ─ 4 ─④　国民の理解促進 （全国 62） （愛知個人 7）
・ リスクコミュニケーションのための資料は、低線量被ばくのリスクに 
十分配慮したものとするべき。 7
　Ⅳ─ 1　施策に関する被災者への情報提供 （全国 29） （愛知個人 6）
・ 施策やこの法律の内容についての周知や問い合わせ対応を充実させるべき。 6
　Ⅳ─ 2　基本方針の見直し （全国 9） （愛知個人 2）
・ 基本方針の見直しの時期・手続について明らかにしてほしい。 2
　Ⅴ─ 1　手続 （全国 2063） （愛知個人 9）
・ 基本方針案策定等における被災者等の意見反映が十分でない。 9
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は若干の補強修正の上で 10 月 11 日に閣議決定された。















































































































































































































































































































The government has been called upon to adopt measures to supplement 
livelihood support, which is rather limited under the present Disaster Relief 
Act （Saigai	Kyūjo	Hō） for evacuees relocated over a wide area as a result of 
the Great East Japan Earthquake and the nuclear power plant meltdown . It 
has not been clearly shown, however, what measures will be needed from the 
perspective of “the reality of wide-area evacuation from a nuclear disaster .”
The nuclear power plant accident and evacuation as a result of it has pro-
duced circumstances that threaten “the right to maintain the minimum 
standards of wholesome and cultured living” as stipulated in the Constitution 
of Japan for the local people, including infants, small children, and their 
mothers . However, evaluations of the impact on health of a nuclear disas-
ter have become entangled with the limited criteria applied at the time the 
nuclear power accident situation was brought under control, so that the 
measures that are in fact being implemented cannot be said to take into 
consideration the protection of people’s lives and health from the damage of 
nuclear radiation .
Current support of wide-area evacuation is being provided under the 
Disaster Relief Act, but this paper argues for the necessity of a basic legal 
framework for wide-area support to meet the needs of the situation of wide-
area evacuation that occurs in the case of a nuclear power-plant disaster . 
At present, the greatest problem is that, although the essential cause of the 
problem is clearly harm from radiation, the matter of compensation for dam-
ages is consigned to be settled as a civil matter between the nuclear power 
company and the victims . At the very least, compensation by the national 
government and livelihood support measures, including medical and other 
health	care,	should	be	clearly	specified,	thereby	providing	a	framework	for	
integrated relief measures and a basis for implementing such measures .
Key Word : nuclear disaster, social rights, community divide, evacuation
Need for a Basic Law on Support for Wide-
Area Evacuation from a Nuclear Disaster
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